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ColumnColumn

10உ、「ဃཋ多様性ӏỎဃ७ኒサーἥスの࠰2025

総合評価202ᵖ(ᵨᵠᵭ4：ᵨᵿᶎᵿᶌ ᵠᶇᶍᶂᶇᶔᶃᶐᶑᶇᶒᶗ ᵭᶓᶒᶊᶍᶍᶉ4)

にӼけた中間提ᚕ」が環境Ⴞから公ᘙẰれました。

ᵨᵠᵭとは、ଐ本のဃཋ多様性ӏỎဃ७ኒサーἥ

スの価͌や現ཞ等についてᅹ学的情報等を基に

総合的に評価し、とりまとめた結果をᅆすものです。

これはଐ本のဃཋ多様性等のཞ७やそれらに関す

る取り組みにおけるଐ本の現נ地をଢらかにし、ʻ

。лをਃっていますࢫ取り組ớỔき課題をᅆすࢸ

1ׅႸのᵨᵠᵭ(ᵨᵠᵭ1、2010࠰)では、過ӊ50࠰間

のଐ本のဃཋ多様性のཞඞと現ཞの評価を、ഏの

ᵨᵠᵭ2(2016࠰)では、これにဃ७ኒサーἥスにかか

る評価を加え、ᵨᵠᵭ3(2021࠰)では、Ằらにဃཋ

多様性の੷ڂをഥめてׅࣄにӼかわせるための

「社会٭᪃」のあり方についてもᅹ学的ჷ見を提̓

する等、׎ᨥ的な議ᛯも៊まえつつ、これまで内容

が充実Ằれてきました。ဃཋ多様性とဃ७ኒサー

ἥスに関するͼӼ等については、ҥɟのย定結果

でこれらをとらえることができるものはなく、地ྶᙹ

೉でもӲᆔのਦ೅に基づいた総合的な評価が行

われています。

ʻׅ公ᘙẰれたᵨᵠᵭ4中間提ᚕは、202ᵖ࠰公

ᘙʖ定のᵨᵠᵭ4のஇኳ的な取りまとめにέだって

「ဃཋ多様性ܼ׎৆ဦ2023ᵋ2030」の5つの基本

৆ဦの下に設定Ằれている計15のཞ७Ⴘ೅のᢋ

成にӼけたཞඞについて、2020࠰を基แ࠰とした

ჺ஖トレンἛ評価の結果をᅆすとともに、ӷ৆ဦが

ჺ஖Ⴘ೅としてਫ਼ậる「2030࠰἟イἓἵーポジἘィ

Ἠの実現」にӼけた見通し等に関する中間レἥἷー

結果をᚡしたものです。ここでは「঻が׎のဃཋ多

様性は全体として੷ڂし続けており、ဃ७ኒサーἥ

スもׅࣄするまでにはᐱっていないと考えられる」、

「ただし、ဃཋ多様性の੷ڂのᏑ୎にˮፗ˄けら

れる社会ኺฎཞඞについてはᢿ分的であるが改善

していると考えられる」、「2030࠰἟イἓἵーポジἘ

ィἨの実現にӼけては、産ܫ学民が連携・σӷし、

き続き多ᚌ的な取組を実施・加ᡮ化することがࡽ

࣏要である」こと等がᅆẰれました。

ᵨᵠᵭ4中間提ᚕは、政ࡅが進めているӷ৆ဦの

中間評価とともに、「ଝଢ・ἴントリỼールဃཋ多様

性௒組み(ᵥᵠᵤ)」の進਻ཞඞを把握・分ௌするグロ

ーἢルレἥἷーにӼけて、政ࡅが提出する׎К報

ԓ書の˺成にも活用Ằれています。

当社は、ဃཋ多様性੷ڂのఌ本的な要׆であ

る社会・ኺฎ活ѣとの関係性をИめて定᣽的に評

価し、その結果をもとにᵨᵠᵭ3の˺成を支援する等、

これまで継続してᵨᵠᵭに携わってきています。また、

ဃཋ多様性ܼ׎৆ဦの策定、ᵭᵣᵡᵫ、̬ᜱ地域の

ਦ定ሥྸ、地方自治体のဃཋ多様性地域৆ဦの

策定、ࠎ少ᆔ̬全ݣ策、ٳஹဃཋݣ策、自然の

о出、民間企業等のဃཋ多様性への取り組・ࣄׅ

みのỖか、ขෙを含ớෙ域からᨕ域までのあらỡ

るဃ७ኒのᛦ௹・ἴニタリングの分野等に実ጚをᆢ

Ữできました。これらのࠢ࠼くᝅ݈なኺ験と培って

きた技術を活かして、2030࠰἟イἓἵーポジἘィἨ

の実現にӼけた取り組みにʻࢸともᆢಊ的に貢献

してまいります。

ネイチャーポジティブに向けた日本の現在地
～生物多様性及び生態系サービスの総合評価

࣭土環境ݪࡄਫ਼ ୆物ఉအ଻ݪࡄΓϋΗȜ ಃോ ྶ

技術τεーΠɕΠάッ·Αޏ۪・୭࠺
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図1 ߹視・点検᪮Ⴘ൑の効率化・Ⴞ人化ݣ策のஇ適な組合せ

○現行 ( 紙媒体での記録等 )
①簡易なエクセル入力によるペーパーレス化
②タブレット端末を用いたシステム化・ペーパーレス化

(1) 巡視記録・日報

○現行 ( 目視確認等 )
①ドローン監視システム
②ワイヤ吊下式カメラ
監視システム

(4) ダム堤体内 ( 監査廊 ) の
  巡視・点検

(5) ダム堤体の巡視・点検

○現行 ( 目視確認等 )
①ドローン監視システム
②固定カメラ監視システム
③レール式カメラ監視シス
テム

○現行 ( 目視確認等 )
①ドローン監視システム
②通信機能搭載巡視船監視
システム

○現行 ( 目視確認等 )
①ドローン監視システム
②SAR 衛星監視システム
（＋AI 検知）

(3) 湖面巡視

○現行 ( 目視確認等 )
①ドローン監視システム
②固定カメラ監視システム 
    （＋AI 検知）
③車載カメラ

(2) 放流前巡視

：最適案の選定結果

(i) データ収集・分析 (ii) 問題判明後の迅速対応

タブレット端末による記録     固定カメラ監視システム (＋AI 検知 )      SAR 衛星画像     ドローン監視

ఱि঑২ ع୼部 ໶൥ ୍、ඤ५ ੍

൦਀༹の೹մ࠿ၑŅřଔૺに̫̹࢜ۯ୼ȆΘθع

。の効ၚ化Ȇજ૽化の৘࡛を目指して̞ますྩު࠿ၑでは、Ņřଔૺͤ͢ͅ੘ণȆതۯ୼ȆΘθع

ࢃନ̢たࣽࡉ用を׋൦を೒̲て、঵௽എな࠿のض効ࡘ΋Αトੀ͞ثਅΟΐΗル技術のഐ用性ບڎ

の৘௡༷࢜を೹մします。

Point

はじめに

ᡈ࠰、河川・ἒムሥྸの分野では、施設のᎊ஥化、ዜ

持ሥྸ要員の減少、໎害ݣ応の高度化等、ᙐ合的なբ

題にႺ᩿しています。このようなཞඞで、ᵢᵶ推進が持続可

能なዜ持ሥྸ体制を構築するうえでಊめて重要なἘーἰ

となっています。

本ᆜでは、現場業Ѧの効率化・Ⴞ人化を実現するため

の検討手法と、ἴデルἒムをݣᝋにᵢᵶݰ入の適用性やコ

スト጑減効果を検ᚰした結果をắኰʼします。

河川・ダム管理におけるDX導入

これまでのἒム・河川ሥྸでは、人が現場にឨき、߹視

や点検を行ってきました。具体的には、߹視・点検計画や

ἰニἷアルに基づき、定められた体制・᫁度・ルート・ᆆѣ

手െで、Ⴘ視を基本とした˺業を実施してきました。この

方法は、ኺ験に基づく技術のᔛᆢにより確実性が高いɟ

方、多くのіщを要するため、ݩஹ的なਃい手不足への

。応が課題となっていますݣ

ʻࢸは、こうした˺業をデジタル技術でᙀܦ・ˊஆし、

効率性と確実性をɲ立Ằせるˁ組みの構築が求められま

す。本検討では、デジタル技術の活用事̊を現行の手െ

とൔ᠋し、ᵢᵶݰ入の可能性を整ྸしました。

(1)適用性の検討・最適なデジタル技術の選定

ἴデルἒムをݣᝋに、߹視・点検手െの課題を整ྸした

うえで、ଏ܍のデジタル技術の活用事̊（߹視ᚡ᥵・ଐ報

のシスἘム化、׍定ỽメラႳ視シスἘム、Sᵟᵰᘓ଩Ⴓ視シ

スἘム、ᵟᵧ検ჷ等）をൔ᠋し、ἴデルἒムへの適用性を検

討しました。

ᙐ数案のᛇኬな選定過程はここではлग़しますが、߹

視・点検᪮Ⴘắとに、ݰ入によるメリット・デメリットやಒምᝲ

用（イニシἵルコスト・ランニングコスト）等を評価᪮Ⴘとして

ᙐ数案をൔ᠋・評価しました。これらの評価結果に基づき、

図1にᅆすデジタル技術を選定しました。

(2)ダム管理の効率化・省人化による将来像の検討

①ロードマップの作成

ᵢᵶݰ入を効果的に推進するためには、ݣᝋ範囲やΟέ

᪯ˮをଢ確化し、െ᨞的に進めることが重要です。そこで、

ჺ஖・中஖・ᧈ஖の3െ᨞で整ͳႸ೅を設定し、具体的なプ

ロセスをᅆしたローἛἰップ（図2）を˺成しました。

試行運用では、Ӳݣ策について現地でݱᙹ೉な実地

検ᚰを行い、効果や課題を確認したうえで、࣏要に応じて

見Ⴚしや改善を実施し、本運用へᆆ行する計画としまし

た。ཎに「(1)߹視ᚡ᥵・ଐ報」のシスἘム化・Ἤーパーレ

ス化は、すỔてのݣ策に関連するため、И࠰度に整ͳす

ることとし、その˂のݣ策は᪯ഏ試行運用を進めることに

しました。また、フỻローアップでは、ᵢᵶݰ入にˤいႆဃす

る課題にݣして適ܯ改善できるよう、継続的な検ᚰを行

い、ᵮᵢᵡᵟサイクルをׅしていくことを提案しました。
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図3 ἒムሥྸのႾ人化・効率化によるコスト጑減効果 

堤体巡視のドローンを適宜使用

通信手段の確保とあわせて実施

通信手段の確保とあわせて実施

5年に 1回機体等交換

5年に 1回機体等交換

DX化対策案導入時は割高（短年・毎年）

現行案継続
（累積）対策案実施

（累積）DX導入後 14 年で対策案実施 ( 累積 ) が
現行案継続 ( 累積 ) を下回る

㻔ⓒ୓෇㻕 㻔ⓒ୓෇㻕
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年
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図2 ἒムሥྸの効率化・Ⴞ人化にӼけたローἛἰップ

Ӳ΋ΑΠੀࡘ効ضॳ定

ἴデルἒムにおけるᵢᵶݰ入ᝲ用をም定し、現行の取り組

みとのൔ᠋を行いました。ᝲ用ም定にあたっては、イニシἵ

ルコストとランニングコストをݣᝋとしました。現行ᝲ用につい

ては、業Ѧ委ᚠᝲを基に継続するものとˎ定し、ᵢᵶݰ入ᝲ

用については、Ⴚ੗ኺᝲおよỎ人ˑᝲ（現行業Ѧ委ᚠᝲの

ɟ定ൔ率）を計ɥし、Ằらにኺᝲ率をʈじて推定しました。ま

た、Ἓローン等のೞ֥については᎑用࠰数を考慮し、ೞ体

ᝲ用を計ɥしました。

その結果、И஖െ᨞ではೞ֥ݰ入やシスἘム構築にˤ

う৲᝻が࣏要となりますが、運用᧏ڼから約14ࢸ࠰には、

ካᆢᝲ用が現行運用案を下ׅり、ᧈ஖的なコスト጑減効

果が得られる見通しを確認しました(図3)。

߹視・点検業ѦのコストЪ減が可能となり、ዜ持ሥྸに

事するᎰ員の˺業଺間ჺ጑にもつながります。こうしたࢼ

取り組みにより、Ⴞ人化を進めていくことで、持続可能なሥ

ྸ体制へのᆆ行が஖ࢳできます。

おͩͤに

本ᆜでᅆした検討手法は、河川・ἒムሥྸ事Ѧ৑がᵢᵶ

入をെ᨞的に進めるᨥのਦ針として活用できるものとなݰ

っています。ʻࢸは、Ӳ現場のཎ性に応じて適Џな技術

を選定するとともに、データ連携や運用ルールの೅แ化、

シスἘムのወ合・拡ࢌを可能にするため、現場のニーズに

合わせた௩᠂な業Ѧ提案を行っていきます。Ằらに、現場

主ݰのо意工پを活かしながら、持続可能で、ܤ全性と

効率性の高い河川・ἒムሥྸの実現をႸਦします。

新たな取り組み
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写真1 ἜỾỺツルἠἄイトỸのጛᒔཞඞ

写真2 ໗化ЭのἜỾỺツルἠἄイトỸ

写真3 ἜỾỺツルἠἄイトỸဌஹἢイỼ໗

※1 ἢイỼ໗： ˯ᣠእཞ७で350ḥឬのภ度でங஬等のဃཋ᝻เ

    （ἢイỼἰス）を加༏し、˺られる׍形ཋ。໗እᝪသ、ٓם改ᑣ、

  ൦ឋ෋化に活用可能。

※2 ᵮᵤᵟS： မ᩿活性д、ණෞ້д等で利用。環境へのസသ性や

      ဃཋ体内でのຜ጑性がբ題視Ằれている。

中空構造

環境調査測定事業本部 廃棄物・土壌汚染対策事業部 戸張 寛子、谷本 祐一

特定外来生物由来のバイオ炭によるPFAS除去

Point

はじめに

当社は、2020࠰᪭より、地方自治体からの委ᚠをӖけ、

河川やฯකにጛᒔするཎ定ٳஹဃཋ「ἜỾỺツルἠἄイト

Ỹ(Alternanthera philoxeroides：以下「ἜỾỺ」)」のᬝᨊ事

業に取り組Ữでいます。ἜỾỺは、ҤアメリỽҾ産の多࠰

ဃᒬ本で、ᨕɥでも൦ɥでもဃ育できるࢍ害ᩃᒬとして

ჷられています。ଐ本では1ᵗᵖᵗ࠰にτࡉჄ߃ށ市でИ

確認Ằれたࢸ、関ி地方以ᙱからඌጃまで分ࠋ域が拡

大しています。ἜỾỺの過йጛᒔは、ࢼஹの൦ဃဃ७ኒ

だけでなく、൦利用やᠾ業等のẰまằまな産業活ѣにもफ

。᪪をӏỗしています(写真1)ࢨ

Ψͼ΂ౢ̱͂̀のڰ用に࢜け̹৾ͤழ͙

ἜỾỺのᬝᨊはӲ地で行われていますが、拡૝᧸ഥの

ためؚᏄ化が׉ᩊで、主に໲Ҳϼ分Ằれています。しかし、

൦ᒬであるἜỾỺは൦分含有᣽が高く、໲Ҳϼྸには多᫇

のᝲ用がかかります。そこで当社は、ச利用ἢイỼἰスの活

用として、ᬝᨊしたἜỾỺをἢイỼ໗※1化し、ᵮᵤᵟS(有ೞフッ

እ化合ཋ)※2൲௨൦の෋化に活用する試みをڼめました。

ἢイỼ໗によるᵮᵤᵟSϼྸについての報ԓ̊はෙٳに

ありますが、ἜỾỺをἢイỼ໗化して活用したり、ᵮᵤᵟSϼ

ྸ等の൦ឋ෋化に̅用した事̊は׎内では報ԓẰれて

いませỮ。本ᆜでは、ཎ定ٳஹဃཋであるἜỾỺをἢイỼ

ἰス᝻เとして有効活用する方法についての検討結果を

ኰʼします。

Ψͼ΂ౢの作成༹༷

ἜỾỺは൦᩿をኬᧈいᒚでᙴうように࠼がり、ᒚは中ᆰ

構ᡯとなっています(写真2)。Аり取ったἜỾỺは、ʑ༞Ằ

せて適当なᧈẰにЏૺし、ᣠእ制ᨂ下のᩓൢ໐内で໲成

することでἢイỼ໗を˺ることができます(写真3)。ʻׅの

検討では450ḥ、650ḥ、ᵖ50ḥの3െ᨞のภ度で໲成し

ました。得られたἢイỼ໗をብᄃし、ሹ(Ốるい)を用いて

500᷈ᶋ以下にᛦ整したࢸに、Ԉ着実験を行いました。

本技術は、特定外来生物であるナガエツルノゲイトウの有効利用と有害化学物質除去の両立

を目指した新たな環境浄化技術です。バイオ炭化したナガエツルノゲイトウを、環境水中の有機

フッ素化合物（PFAS）の吸着除去材として利用できる可能性が示唆されました。
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図1 バイオ炭の焼成温度の検討

0 1000 2000 3000 4000 5000 6000 7000 8000 9000

活性炭

バイオ炭(850℃)

炭試料無添加

活性炭

バイオ炭(850℃)

炭試料無添加

活性炭

バイオ炭(850℃)

炭試料無添加

P
F
O

S
P

F
O

A
P

F
H

xS

濃度（ng/L）

0 5 10 15 20 25

活性炭

バイオ炭(850℃)

バイオ炭(650℃)

バイオ炭(450℃)

メチレンブルー吸着量（mg/g）

炭
試

料

0 10 20 30 40 50 60 70

活性炭

バイオ炭(850℃)

炭試料無添加

活性炭

バイオ炭(850℃)

炭試料無添加

活性炭

バイオ炭(850℃)

炭試料無添加

P
F
O

S
P

F
O

A
P

F
H

xS

濃度（ng/L）

図2 PFAS吸着結果（図中赤字は除去率）

92.5％

99.2％

92.5％

99.2％

96.2％

99.0％

91.9％

98.4％

91.9％

98.4％

98.4％

99.1％

低濃度

高濃度

メチレンブルーによる吸着能力評価

ナガエは草木類ですが、比較的高い焼成温度で炭化

が可能です。そこで、焼成温度を450℃～850℃に変え

て作成したナガエ由来のバイオ炭とヤシ殻活性炭につい

て、活性炭の吸着力評価に用いられる色素であるメチレ

ンブルー吸着量の比較を行いました(図1)。その結果、バ

イオ炭では焼成温度が高くなるほど吸着量が増加し、バイ

オ炭（850℃）では活性炭とほぼ同等の吸着性能が得ら

れることが分かりました。

PFAS吸着実験

バイオ炭（850℃）と活性炭についてPFAS吸着実験行い、

その効果を比較しました(図2)。

実験では、PFOS、PFOA、PFHxSの分析用標準液を混合

して作成した試験液125mlに炭試料0.15gを添加し、30分

間浸透後、直ちに固液分離したうえで、試験液中に残存す

るPFAS濃度を測定しました。試験液の濃度は、幅広い利

用状況を想定し、3種類(低濃度：100ng/L、中濃度：

1,000ng/L、高濃度：10,000ng/L)を設定しました。

実験の結果、ヤシ殻活性炭の除去率には及ばなかっ

たものの、90％以上、特にPFOSに対しては95％超の除

去率が得られました。このことから、水質基準※3近傍の低

濃度から高濃度まで良好な吸着性能を確認でき、ナガエ

由来のバイオ炭のPFAS吸着材としての可能性が示され

ました。

おわりに

今回の検討により、特定外来生物であるナガエ由来バ

イオ炭によってPFAS汚染水を浄化できる可能性が示され

ました。

ただし、バイオ炭化までの工程については解決すべき

課題が多く残されています。特に、ナガエは含水率が高い

水草であるため、乾燥工程に通常のバイオ炭原料よりも

高いコストがかかります。そのため、比較対象である活性

炭に対して費用対効果で優位性を確保することが今後の

重要な課題です。

一方で、国内各地で問題化しているナガエの処分方法

について、未利用バイオマスの活用という観点から新たな

可能性を示すことができました。さらに、ナガエと同様に社

会課題となっているPFASの除去方法についても同時に解

決できる可能性を提示できたと考えています。現在、

PFASの規制対象は水道水に限られていますが、安全・安

心な生活のためには、農業用水や親水空間等でもPFAS

低減の必要性が高まることが予想され、本技術の活用が

期待されます。

今後は、水環境におけるPFAS以外の有害物質に対す

る吸着性能を明らかにするとともに、上記に示した課題を

解決し、その取扱いも含め、本技術の社会実装に向けた

検討を進めていきたいと考えています。

※3 水質基準： PFOS・PFOAの合算値50ng/L、2026年度より施行

予定

新たな取り組み
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図1 環境DNA分析の全面適用で高度化した水国調査のイメージ

環境DNA
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目視観察

高度化、効率化、低コスト化

 
 

 

人的労力の
大きさが課題

現状

※1 プライマー： PCRによって増幅されるDNA配列の両端に結合する

      短い人工の1本鎖DNAのこと

環境創造研究所 生物部門 遺伝子解析室 中村 匡聡、白子 智康

環境DNA分析手法の開発～複数の生物群を同時検出～

複数の生物群を1回の分析作業で同時に検出する環境DNA分析手法を開発しました。

この手法の活用により、分析コストを従来よりも大幅に抑えながら、さまざまな生物群の生息

状況をまとめて調べることができるようになりました。

Point

はじめに

環境DNA分析は、河川や海域から採取した水に含まれ

るDNA情報をもとに、その場所に生息する生物を調べる手

法です。現場作業が簡便であることから、環境調査分野

で急速に実用化が進んでいます。国土交通省等が管理

する河川やダム湖において実施される河川水辺の国勢調

査(以下「水国調査」)では、令和８年度から魚類調査に環

境DNA分析が本格的に導入される予定です。さらに、この

技術の適用が進めば、将来的には魚類以外の生物群にも

拡大する可能性があります(図1)。

現状の分析法の課題と解決策

従来の手法で複数の生物群をまとめて調べる場合、分

析コストは非常に高額になります。もし、現場で１～数リット

ルの水を採取するだけで、魚類・哺乳類・両生類等の複数

の分類グループの生息状況を一度に調べられるようになれ

ば、環境調査に大きな変革をもたらすことが期待されます。

環境DNA分析のうち、生物群ごとの一覧リストを得るた

めの分析法を「網羅的解析法」といいます。この方法では、

生物群ごとに個別の分析が必要です。例えば、10の生物

群を調べる場合には、１つの試料を生物群ごとに10回分

析することになります。仮に１生物群あたりの分析費用が4

万円とすると、10生物群をまとめて調べる場合は1試料あ

たり40万円という高額な費用がかります。

そこで当社では、複数の生物群を同時に検出できる手

法を開発し、分析費用を削減することを目指しました。さら

に、この手法を用いて、水国調査の調査地点から採取し

た試料を分析し、過去の採捕調査結果と比較することで、

生物群別の現場適用性を検証しました。

分析法の開発

水国調査では、魚類、両生類、爬虫類、哺乳類、鳥類、

昆虫類(陸上・水生)、貝類、甲殻類、環形動物(例えばゴ

カイやミミズ)、植物(水生のみ)の10生物群が調査対象とな

っています。このうち、網羅的解析法がない爬虫類と環形

動物については、まず生物群特異的PCRプライマーの開発

から着手しました。

同時検出はマルチプレックスPCR法を応用し、1stPCRの

段階で複数のプライマー※1を混合して増幅を行いました。し

かし、10生物群すべてのプライマーを混合した場合は分析

がうまくいかなかったため、できるだけ少ないプライマーでの

組合せセット数となるよう分析条件を検討した結果、表1の

組合せが最適であるとの結果が得られました。

※本技術開発は、国立研究開発法人土木研究所との共同研究「環境DNAを活用した環境情報の高度化に関する共同研究」の一環として実施しました。

Vol.72 JANUARY 2026
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図2 ဃཋ፭К・ᛦ௹法Кのᆔの検出率（̊：S川）

ᘙ1 ӷ଺検出に用いたプライἰーのɟᚁと組合せ

写真1 現地での試૰੔൦の様子

ᵹ出χᵻ

1) ᵫᶇᶗᵿ ᵫᵊ ᶃᶒ ᵿᶊᵌ (2015) ᵰᵌ Sᶍᶁᵌ ᵭᶎᶃᶌ Sᶁᶇᵌ 2ᵘ1500ᵖᵖᵊ1ᵋ33ᵌ

2) ᵳᶑᶆᶇᶍ ᵫᵊ ᶃᶒ ᵿᶊᵌ (2017) ᵫᶍᶊᵌ ᵣᶁᶍᶊᵌ ᵰᶃᶑᶍᶓᶐᵌ 17ᵘᶃ63ᵋᶃ75ᵌ 

3) ᵳᶑᶆᶇᶍ ᵫᵊ ᶃᶒ ᵿᶊᵌ (201ᵖ) Sᶁᶇᵌ ᵰᶃᶎᵌ ᵖᵘ44ᵗ3ᵌ

4) ᵲᵿᶉᶃᶌᵿᶉᵿ ᵫ ᶃᶒ ᵿᶊᵌ (2023) ᵪᶇᶋᶌᶍᶊᶍᶅᶗ 24ᵘ121ᵋ136ᵌ

5) ᵩᶍᶋᵿᶇ ᵲᵊ ᶃᶒ ᵿᶊᵌ (201ᵗ) ᵫᵠᵫᵥ 3ᵘᶃ33ᵖ35ᵌ

6) Sᵿᶉᵿᶒᵿ ᵫᵩᵊ ᶃᶒ ᵿᶊᵌ (2022) ᵫᵠᵫᵥ 6ᵘᶃ76534ᵌ

7) ᵬᵿᶉᵿᶋᶓᶐᵿ ᵫᵊ ᶃᶒ ᵿᶊᵌ (ᶓᶌᶎᶓᶀᶊᶇᶑᶆᶃᶂ)

ᵖ) ᵡᶆᶃᶌᶅ ᵲᵊ ᶃᶒ ᵿᶊᵌ (2016) ᵫᶍᶊᵌ ᵣᶁᶍᶊᵌ ᵰᶃᶑᶍᶓᶐᵌ 16ᵘ13ᵖᵋ14ᵗᵌ

昆虫 [ 水生 ]

魚類 両生類 爬虫類 哺乳類 鳥類

植物 [ 水生 ]甲殻類環形動物貝類

両方で確認 採捕・目視のみ 環境DNAのみ

No. 検ฟ対象

⏕≀⩌

プ䝷イ䝬ー名

(␎⛠) 

ฟ඾ 組合䛫

セット

1 㨶㢮 MiFish 1) 

䐟2 ့ங㢮 MiMammal 2) 

3 㫽㢮 MiBird 3) 

4 ᪻⹸㢮

[㝣ୖ・Ỉ⏕] 

MtInsect-16S 4) 

䐠5 ⏥Ẇ㢮 MiDeca 5) 

6 ∐⹸㢮 Reptile16S * 

7 ୧⏕㢮 Amph16S 6) 

8 ㈅㢮 Mollusca28S 7) 

䐡9 ᳜≀[Ỉ⏕] ITS2-p3/u4 8) 

10 ⎔ᙧື≀ Annelida28S * 

注)出典欄の*印は、自社開発であることを示す。

【環境DNAの解析サービス】
当社Webページにて環境DNAの解析サービス内容
の詳細についてご覧いただけます。
ᶆᶒᶒᶎᶑᵘᵍᵍᶕᶕᶕᵌᶇᶂᶃᵿᶁᶍᶌᵌᶁᶍᵌᶈᶎᵍᶑᶃᶐᶔᶇᶁᶃᵍᶃᶌᶔᶇᶐᶍᶌᶋᶃᶌᶒᵿᶊᵍ
ᶌᵿᶒᶓᶐᵿᶊᵍᶀᶇᶍᶊᶍᶅᶇᶁᵿᶊᵍᵿᶐᶒᶇᶁᶊᶃᵍ20251016173241ᵌᶆᶒᶋᶊ

魚類 両生類 爬虫類 哺乳類 鳥類爬虫類 哺乳類 鳥類爬虫類 哺乳類 鳥類

昆虫 [ 水生 ] 甲殻類環形動物[ 水生 ] 貝類 植物 [ 水生 ]

Ｓ川

Ｔダム

Ｔ川

Ｓダム

Ằらに、プライἰーのฆ合ൔ率をᛦ整する࣏要があるこ

と、１試૰あたりに取得するᵢᵬᵟᣐЗデータ数を通ࠝより

多くすることも重要であることが分かりました。

࡛ા適用性の検બ಺औ

൦׎ᛦ௹が行われている河川（ᵲ川・S川・ᵷ川）とἒム

ฯ（Sἒム・ᵷἒム・ᵲἒム）で、ٰとϤにそれẹれ1ׅẵつ

試૰を੔取し、ʻׅ᧏ႆしたӷ଺検出法による環境ᵢᵬᵟ

分ௌを実施しました（写真1）。

ӷ଺検出法の結果と、過ӊの൦׎ᛦ௹（੔਺ᛦ௹）の

結果をൔ᠋したとこỨ、ɲ者のɟᐲするл合（検出率）は

ဃཋ፭ắとにཎ有のͼӼをᅆしました。Ꮸౢѣཋ(ᮄ᫏・

ɲဃ᫏・༰ᖓ᫏・Ռʐ᫏・ᯓ᫏)やౡཋでは検出率がൔ᠋

的高かったɟ方、൦ဃ໯Ꮸౢѣཋでは੔਺ᛦ௹にɳố

Ỗどの検出ች度にはᐱりませỮでした。全体的なͼӼとし

ては、ᏨౢѣཋではࠝにᨕɥにいるᆔはỖとỮど検出Ằれ

ẵ、൦との੗ᚑ᫁度が高いᆔはӷ଺検出法でも環境ᵢᵬᵟ

が検出ẰれやすいͼӼにあることがわかりました。໯Ꮸౢ

ѣཋでは、׎ᨥᵢᵬᵟデータベースにႇ᥵Ằれているᆔがま

だかなり少ないことが検出にࢨ᪪していました（図2）。

൦׎ᛦ௹のݣᝋである10ဃཋ፭すỔてに環境ᵢᵬᵟ分

ௌを適用するには、現଺点では検出ች度に課題がസりま

す。しかし、׎ᨥᵢᵬᵟデータベースの整ͳが進めị、現場

での適用性はẰらにӼɥすることが஖ࢳẰれます。

おͩͤに

ဃཋ多様性ܼ׎৆ဦ2023ᵋ2030では、自然をׅࣄ

៽ᢊにʈせるために、ဃཋ多様性の੷ڂをഥめて反᠃Ằ

せようとする἟イἓἵーポジἘィἨ(自然ϐᐻ)を2030࠰ま

でに実現Ằせるための試みがڼまっています。そのために

は、ဃཋ多様性に関する情報が不可欠であり、環境ᵢᵬᵟ

分ௌはቇ̝かつᡆᡮにဃཋ多様性データをӓᨼできる

。щなツールとなりますࢍ

当社では、環境ᵢᵬᵟ分ௌのૼしい可能性をẰらに追求

し、ʻࢸも᪃ૼ的な技術᧏ႆを進めてまいります。

新たな取り組み
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図1 ἒム્流Эの河川߹視の課題

図2 河川߹視に関わる˺業のシスἘム化

危険性：悪天候、夜間

効率性：限られた時間で広範囲を巡視

不安定性：高齢化、人員不足

人の代わりに、カメラで確認

AI解析で人を自動検知

人が居たら、退避音声を再生

巡視結果をシステムに保存、いつでも確認可能

人間の作業をシステム化

巡視操作

巡視操作河川監視

退避放送

AI 解析・データ蓄積

ダム事務所等クラウド
結果参照

図3 河川߹視シスἘム全体構成

łŊ͂΃ιρ́৘現̳ͥع୼੘ণΏステθ
ૂ༭ΏΑΞθ事業本部 ૂ༭ΏΑΞθ事業部 ΟΐΗσΜͼϋٳอ部 ઀࿯ ࣠ঃ、઀ݛ༗ ܲݛ、ࢨ༗५ ٚࠉ、 ५ ੕一

はじめに

ᡈ٭ͅൢ、࠰ѣのࢨ᪪によりᨼ中ᝍᩋやዴཞᨀ൦࠘

が᫁ႆし、河川のف൦リスクが高まっています。そのため、

ἒムの્流Йૺには、ࢼஹ以ɥにᡆᡮかつ的確なݣ応

が求められています。

ἒム્流Эに実施Ằれる河川߹視は、્流による൦ˮ

ɥଞにˤう事૏を᧸ẫために欠かせない業Ѧです。現地

で河川内に人がいないことを確認し、࣏要に応じてᡚᢤを

ԠỎかけることで、ܤ全を確̬しています。しかし、この˺

業はٸ間やफͅټでも行う࣏要があり、ਃ当Ꮀ員には大

きな᝟ਃとなっています。Ằらに、߹視ݣᝋ地点が࠼範囲

かつᙐ数ሖ৑におよố場合、ᨂられた଺間で߹視をኳえ

ることはᩊしく、効率化はᧈ࠰の課題でした(図1)。

こうしたᏑ୎から、河川・ἒムሥྸにおいてもᵟᵧ技術や

ᵧᶍᵲの活用がදႸẰれています。ᢒᨠ地からỽメラ映像で

ཞඞを確認し、࣏要に応じて᪦٣でᢤᩊをԠỎかけること

で、ਃ当Ꮀ員のܤ全を確̬しながら確実なݣ応が可能と

なります。

当社では、これらの課題を៊まえ、ᵟᵧによるཋ体検ჷ、

἟ットワークỽメラ等のᵧᶍᵲデἢイス、そしてクラỸἛ基Ⴔを組

み合わせ、ᢒᨠから河川のཞඞ確認、ද意նឪ、ᚡ᥵ま

でをɟᝦして行えるシスἘムを構築しました。

河川੘ণのΏΑΞム化

本シスἘムは、河川߹視に࣏要な「確認」「Йૺ」「ද意

նឪ」「ᚡ᥵」といった˺業を、ᢒᨠでˊஆ・ᙀܦすることで

現場の᝟ਃを᠉減するˁ組みの実現をႸਦしました(図2)。

ᢒᨠ߹視を行うため、߹視ݣᝋ地点に἟ットワークݣ応

のỽメラとスἦーỽーを設ፗしました。これにより、映像でཞඞ

を確認できるだけでなく、࣏要に応じてスἦーỽーから自ѣで

ද意նឪを行うことも可能です。ᵟᵧによるᚐௌやデータᔛᆢ

を行うシスἘムはクラỸἛ（ᵟWS：ᵟᶋᵿᶘᶍᶌ Wᶃᶀ Sᶃᶐᶔᶇᶁᶃᶑ）ɥ

に構築Ằれています。パソコンやスἰートフỻンからݦ用の

Wᶃᶀ画᩿にアクセスすることで、߹視の᧏ڼ、結果の確

認、ᚡ᥵の᧠ᚁをቇҥに行うことができます(図3)。

※本業務は、独立行政法人水資源機構渡良瀬川ダム総合管理所からの委託で実施しました。

ダム放流前に現場で行う河川巡視の負担を軽減するため、AI解析とネットワークカメラを活用した河川巡視システム

を構築しました。遠隔から現場を確認することができ、人を検知した際には自動退避放送が流れます。本システムにより、

河川巡視の安全確保と業務の効率化を同時に実現し、地域の安心に役立てていきます。
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図4 ᵟᵧを活用したཋ体検ჷೞ能

ステップ①：カメラ画像取得 ステップ②：YOLOによる物体検知 ステップ③：MiDaS による距離計測

ステップ⑤：避難音声の再生 ステップ⑥：巡視結果の参照

● 現地のネットワークカメラで画像撮影し、
クラウドへアップロード

● 物体検知モデル (YOLO) を使用し、カメラ画像
から、人や車両等を検知

● 検知対象を分類し、画像に占める被写体の大
きさを検知枠のピクセル数より算出

● Depth推定技術 (MiDaS) を活用し深度※1 を取得
※1深度≒カメラから被写体までの距離

● ステップ④で人を検知した場
合に、現地のスピーカーで避
難音声を自動再生

● WEBサイトより巡視結果 (AI解析結果画像、スピーカー再
生履歴※2)の参照が可能  ※2現地再生音声の録音データ

正判定

ステップ④：条件式で検知結果の正誤を判定

● 条件式を用いて検知結果の正誤を判定

遠い (0.0)                              近い (1.0)

Dep h

0 191

NO 分

1 person 0.922 17340

Depth

ピ
ク
セ
ル
面
積

○○水系

物体検知状況画面 ○○水系○○川 地点名

1.person 0.92_depth:0.19

現場からᡛ̮Ằれた画像は、クラỸἛɥのᵟᵧが自ѣᚐ

ௌし、人や៻ɲを検ჷします。ᚐௌ結果や画像はクラỸἛ

に̬܍Ằれ、࣏要に応じていつでも参ༀできます。このˁ

組みにより、ࢼஹは人が現地に出Ӽいていた߹視を効率

化し、ჺ଺間でദ確なЙૺを支援できるようになりました。

łŊͬڰ用̱̹໤ఘ検౶ܥෝの導入

߹視業Ѧの効率化と確実性を高めるために、ᵟᵧを活用

したཋ体検ჷೞ能をݰ入しています。Ⴓ視ỽメラでજࢨ

した᩺ഥ画像をᵟᵧが自ѣでᚐௌし、河川内に人や៻ɲが

ないかをЙ定します。このϼྸは2െ᨞で行われます。

このようにʚ重のἓỹックを行うことで、ᛚ検ჷや見ᡜ

しを৮えながら、ᡆᡮで̮᫂性の高い߹視を実現してい

ます(図4)。

おͩͤに

ᵟᵧによるཋ体検ჷとᵧᶍᵲデἢイスを活用し、河川߹視に

おける「確認」「Йૺ」「ද意նឪ」「ᚡ᥵」のӲ工程をᢒ

ᨠで実現しました。これにより、ٸ間やफͅټ଺における

߹視のүᨖ性を᠉減するとともに、࠼範囲にわたる߹視

˺業の効率化や人手不足へのݣ応が可能となりました。

現׎、נや自治体では、᧸໎・減໎にӼけた取り組み

が進められており、ᵟᵧやᵧᶍᵲの活用による効率的な河川・

ἒムሥྸの実現が஖ࢳẰれています。本シスἘムは、そ

うした方針に合ᐲするものであり、ʻࢸはݣᝋ地点の拡

大や˂分野への応用も視野に入れ、よりɟޖの社会貢

献をႸਦしていきます。

Ẕ1െ᨞Ⴘ(図4：スἘップṞ、ṟ)ẕ

・画像内の人や៻ɲを検出するため、ϼྸᡮ度とች度のἢラン

スにΟれたཋ体検ჷἴデル「ᵷᵭᵪᵭ（ᵷᶍᶓ ᵭᶌᶊᶗ ᵪᶍᶍᶉ ᵭᶌᶁᶃ）」

を̅用します。

Ẕ2െ᨞Ⴘ(図4：スἘップṠ、ṡ)ẕ

・検ჷしたݣᝋのុᩉを推定する「ᵢᶃᶎᶒᶆ推定技術（ᵫᶇi ᵿS）」を活用

し、結果がദしいかを確認します。̊えị、「ᢒくにあるはẵなのに

大きく写っているཋ体」や「手ЭにあるのにݱẰく写っているཋ体」

等、ᛚ認識の可能性が高いἃースは自ѣ的にᨊٳẰれます。
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表1 適用した市民参加手法の概要図2 検討フロー

【市民参加型プロセスの特徴】

● 大規模な関係者アセスメントによる地域の関心事の全体像の把握

⇒取組1

● 地域の関心事に応じた市民参加の場の企画・運営⇒取組2

● 参加者が意見反映を実感できるワークショップ手法の選択⇒取組2

● 地域を巻き込みながら、試行と評価の繰り返しによる継続改善のプ

ロセス(社会実験)の実施⇒取組3

 図1 計画対象エリアとゾーン区分(埼玉県熊谷市)

出典：国土地理院地図

■R5年度 企画構想段階
・市民参加の場の設定
（協議会委員の選定、全体企画の検討等）
・計画素案の作成

■R7年度～活動推進段階
R7.8熊谷市荒川かわまちづくり計画登録

■R6年度 計画作成段階
・基本方針・ゾーニングの検討
・個別施策内容の検討
・活動内容の検討
・計画書の策定

 項目 概要 

R5 年度 

企画構想 

段階 

関係者アセ
スメント 

対    象： 57 人、1.5 時間/回程度、期間：R5.8～R6.3  
目    的： 市民意見、関心層の全体像の把握 

市民アンケ
ート調査 

回 答 数： 400 票, 期間：R5.11.20～11.30 
目    的： 現状の利用状況、市民ニーズの把握 

R6 年度 

計画作成 

段階 

かわまちづく
り協議会 

参加人数： 12 人(9 分野 12 組織)、全 4 回開催(R6.5～R7.3) 
目    的： 計画の検討・審議 

市民ワーク
ショップ 

参加人数： 総参加者 26 人(17～25 人/回)、全 3 回開催(R6.7～R6.11) 
目    的： 計画に対する市民意見の確認 

社会実験 

【社会実験 A】 地域交流イベント等の試行、R6.10 開催 

参加人数： 60～70 人 
【社会実験 B】 荒川自然観察会、地域連携の試行、R6.10 開催 
参加人数： 20 名(児童 6 名、保護者等 7 名、その他 7 名)  

目    的： 問題点やニーズとの整合確認、地域連携体制づくり 

水辺の魅力を活かした公民連携のかわまちづくり
社会基盤本部 防災まちづくり・地域マネジメント室 土田 香織、有田 茂、齋藤 靖史、楯 慎一郎、佐藤 英治、

国土保全事業部 水工部 西脇 翔、道路橋梁事業部 道路部 古木 伽耶、営業本部 東京営業統括部 営業部 古澤 翔吾

はじめに

水辺は、古くから地域の歴史や文化、人々の暮らしと

深く結びついてきました。「かわまちづくり」は、市町村、民

間事業者、地元住民、河川管理者等が連携し、水辺の

魅力を活かして地域の顔となる賑わい空間を創出する取

り組みです。本稿では、熊谷市の「荒川かわまちづくり検

討業務」において企画・運営した市民参加型の検討プロ

セスをご紹介します。

埼玉県熊谷市は、市中心部に荒川が流れ、河川や豊

富な湧き水に恵まれた地域です。近世には、荒川の舟

運が経済発展を支え、交流や文化を育んできました。現

在、計画地周辺には文化・スポーツ施設や桜堤などの観

光資源が集積し、市のまちづくりを牽引するエリアとなって

います(図1)。

検討プロセスの全体概要と特徴

「かわまちづくり」を検討するにあたり、地域ニーズや立

場の違いにより、賑わい創出と住環境保全等、相反する

意見が生じることが懸念されます。こうした意見を踏まえ、

水辺空間で地域活動が展開し、市民の利用が充実・定

着するためには、市民参加型の計画づくりが重要です。

今回は、以下の特徴をもつ市民参加型のプロセスを企画

・運営しました（図2、表1）。

※本業務は、熊谷市建設部河川課からの委託で実施しました。

「熊谷市荒川かわまちづくり」計画は、令和7年8月に国土交通省のかわまちづくり支援制度に登録され、水辺の魅力を

活かした公民連携による取り組みが始動しました。企画構想段階から効果的な市民参加型の検討プロセスを運営した

結果、多くの市民や関係者の意見を反映した持続可能なかわまちづくり計画がまとまりました。

計画登録後も、地域連携による自然体験学習会の開催等、公民連携による活動が継続的に展開されています。
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図4 グラフィックレコーディング

図3 協議会と市民WSによる検討フロー

図5 計画イメージ（スポーツ健康文化交流ゾーン）

図6 社会実験を取り入れた継続改善のプロセス 写真1 社会実験の様子

地域交流イベント

新市民体育館
休憩施設（あずまや、サイクルラック等）

桜堤の保全

いきいき広場

自由広場ベンチ

ドッグラン

水辺の散策路

ラグビー場
ベンチ

駐車場

荒川緑地自然創出
川表堤防法面：張芝

階段

階段式護岸
（観覧席兼用）

堤防坂路
( バリアフリースロープ )

堤防坂路
( 自動車・車両用 )

親水護岸
多自然川づくり

側帯

荒川

赤：国土交通省
青：熊谷市

基礎調査
（現状把握分析
・市民意見把握）

計画、改善

社会実験

評価

実 装

持続的な活動展開

地域を
巻き込む

地域を
巻き込む

地域を巻き込む

※1グラフィックレコーディング手法： 会議等における意見や情報を

リアルタイムでグラフィック(図やイラスト)を用いてまとめる手法

自然学習

৾ழ1ġ۾߸৪ͺΓΑιϋΠ

関係者アセスメントは、中立的な第三者が主体となっ

て関係者を雪だるま式にサンプリングし、関係者と利害・

関心事(ニーズ・懸念等)の全体像を効率的に把握して、

有効な市民参加の場を提案する手法です。

本手法により、キーパーソン57人から総数220の地域

意見を把握しました。これをもとに地域の関心事に応じた

多分野の協議会委員(学識者、自治会、商工産業、スポ

ーツ、観光、教育、福祉・子育て、環境、市)の選出や議

題設定等、市民参加の場の企画を行いました。

৾ழ2ġ݈ٛފ・ঌྦྷχー·Ώοップ

市民ワークショップ（以下「市民WS」）では、市民の意見や

アイデアを確認し、協議会で審議したうえで計画書に反映し

ました。実施にあたっては、意見反映の実感を高める効果

的な手法として、グラフィックレコーディング手法※1等を組み

合わせて適用しました。その結果、参加者から高い満足度

を得ることができました（図3、図4、図5）。

৾ழĴġ২ٛ৘ࡑ

かわまちづくり計画には、河川敷地の市民利用の充実

と定着を図るソフト施策も含まれています。その実現には

公民連携が不可欠であり、社会実験を通じて計画内容

を試行・評価することが重要です。この過程で地域団体

や民間企業、住民の主体的な参加意欲を高め、相互の

つながりを育みながらかわまちづくりの推進体制を構築し

ていくことが求められます(図6)。

本検討では、河川敷を活用した地域交流イベントや自

然学習会の社会実験を実施しました。これにより計画内

容の地域ニーズとの整合性や課題を確認でき、地域団

体との協働体制づくりにも貢献しました(写真１)。

おͩͤに

市民参加型の検討プロセスを企画・運営することで、多く

の市民や関係者の意見を計画に反映し、公民連携の計画

づくりに寄与しました。具体的には、まちとの連携を考慮した

計画範囲の拡大、基本方針への「子ども」の視点の追加、地

域と連携した取り組みの施策への反映等を実現できました。

人口減少や財政制約のなかで、公民が連携し持続可

能なまちづくりを進めることが不可欠です。当社は、これ

まで培ってきた合意形成の技術を活用し、公民連携のま

ちづくりを支援してまいります。
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ẖᵗ00ᵋ0003 ඌጃჄ᢯ᙵ市2 ᜓܤᵋ6ᵋ1ᵗ
ẖ060ᵋ0062 ҅ෙᢊ஝ࠤ市中ځғҤʚவᙱ ᵗᵋ1ᵋ2
ẖᵗᵖ0ᵋ0011 ܷ؉Ⴤ˅Ө市᩷ᓶғɥன3ᵋ4ᵋ43
ẖᵗ60ᵋᵖ032 福޽Ⴤ福޽市ᨉ場ထ ᵗᵋ3ᵋ102
ẖᵗ50ᵋ00ᵖ7 ૼ๽Ⴤૼ๽市中ځғி大通 2ᵋ5ᵋ1
ẖ455ᵋ0032 ग़ჷჄӸӞދ市ลғ入ᑔ 1ᵋ7ᵋ15
ẖ730ᵋ0ᵖ41 市中ғᑉ入ထ 6ᵋ5޽࠼Ⴤ޽࠼
ẖ7ᵖ0ᵋ0053 高ჷჄ高ჷ市ᬜЭထ 2ᵋ16
ẖᵖ12ᵋ0055 福ޢჄ福ޢ市ிғிා 1ᵋ5ᵋ12
ẖ6ᵗ0ᵋ0061 ఌჄ௅൶市ႉຳ本ထ13ᵋ4޽
ẖ370ᵋ0ᵖ41 ፭ᬔჄ高߃市௿ထ 16ᵋ11
ᵩᶊᶍᶌᶅ ᵪᶓᵿᶌᶅᵊ ᵮᵿᶒᶆᶓᶋᶒᶆᵿᶌᶇ 12120ᵊ ᵲᶆᵿᶇᶊᵿᶌᶂ
ẖ401ᵋ0501 中ฯဝᙱғ 3ᵋ1ޛ のെ 24ᵖᵋ1ދᒧ܌中ޛ中ฯ஭ޛషჄҤᣃသᢼޛ
ౕ᩷ῑႮޢῑᅸဋῑޛ形ῑいわきῑᒠ؉ῑ፭ᬔῑ҅関ிῑҘᓶῑᅕډ川ῑ相೉Ҿῑ݈ޛῑ᣿එῑ福ʟῑޛషῑ᫨ဋῑᧈ野ῑޟ᧲ῑऔ᢯ῑ᩺ޢῑ݈ٟῑᓎ川ῑ
ᝅ川ῑ三重ῑఙӸῑ๔᝶ῑᅕৎῑډᑣῑԧജޛῑᯓ取ῑޛޢῑ下関ῑޛ口ῑ޽ࣈῑ高௅ῑ҅ʋ߸ῑ˱᝶ῑᧈ߃ῑ༇本ῑܷ߃ῑᰦδ޽ῑඌጃ҅ᢿ
Ἦἆール(インἛ἟シア)、ロンἛン(ᒍ׎)
ૼଐ本環境ᛦ௹ఇ式会社、ඌጃ環境ᛦ௹ఇ式会社、ிԧ環境ᅹ学ఇ式会社、ఇ式会社ᾘᶂᶃᶑ、ఇ式会社クレアἘック、
以ܤټ(҅ʮ)ᅹ技有ᨂ公Ӯ
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